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「連携する機関共通のタイムライン」の概要

整理状況

○発災後24時間で実施できる初動対応は、職員参集・被災状況調
査・情報集約・応援派遣程度に限定される

○通信途絶下で円滑に履行するため、役割分担の明確化が必要
○現状のタイムラインはアウトプットのイメージであり、具体の初

動対応の内容は今後精査が必要
○今後、優先施設の検討と合わせて地域特性を踏まえて整理する

【用途】

発災時の各機関の行動の共通認識を図り、

各初動対応における指揮の判断材料とする

【作成方針】

国・県・市町が特に連携すべき事項のみを抽出する

「詳細タイムライン」の要約版のイメージ

要約版 タイムライン

【用途】

各機関の職員が他機関の状況を想定して

タイムラインをもとに対応にあたるため

【作成方針】

国・県・市町の連携に至るまでの行動も含めて整理

市町のアクセス性の違いを考慮してタイムラインに落とし込み

詳細版 タイムライン

背景・目的

能登半島地震では、発災直後から省を挙げて速やかな対応を行ったが、出先機関やリエゾン等からの多岐にわたる被災情報の把握や支
援体制の構築が課題となった。

本検討会では、タイムラインにより各機関が取るべき行動の共通認識を図り、各々の役割を再認識することで、機関同士の連携が取れ
るようにする。また、各市町の地形的特性による体制構築や受援等の時間差に着目して作成することで、自助・共助として「備えるべき
こと」を明確にする。

アウトプット（案）

作成するタイムラインは以下の2パターンを想定している。

～～役割分担の考え方～～

各施設管理者が被災状況の把握や啓開を行うことを前提とする。
例）市町：救助・救急／避難所の開設／応急活動／応援受け入れ 等

県 ：支援・災害派遣要請、応急活動の市町村への支援 等
国 ：応急活動／応急活動の市町村への支援（TEC-FORCE等）等

市町まで細分化した
詳細な初動対応を記載

キーワードレベル
の内容を記載
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被災者への対応救命救助被害把握
総合啓開

（インフラ復旧）
災害対応体制

の整備

内容

時系列

地震発生

津波襲来

12時間

24時間

職員の安否・参集確認

「要約版タイムライン」のイメージ（伊豆エリア）

庁舎の安全・
通信確認

応援要請

（行政、消防、警察、自衛隊、
DMAT等）

災害対策本部設置

物資支
援要請

避
難
所
・
救
護
所
の

開
設
・
受
入

市・町

救
出
救
助
開
始

津波・水防等
の監視・警戒

傷病者の
搬送

来庁者
対応

国 県全機関

陸
路D

M
AT

受
入

空路DMAT
受入

河川・ダム・道路等
緊急点検開始
（浸水域外）

応援要請

緊急輸送ルート等
被災状況・通行可

否把握

（津波警報発表外）

DMAT派遣要請
広域応援部隊派遣調整

沿岸地域の道路交通
規制

広
域
進
出
拠
点
の
開
設

被
災
状
況
の
収
集

陸
海
空
が
連
携
し
た
啓
開

緊急輸送ルート
等被災状況・通行

可否把握

広域物資輸送拠点
体制確保・開設

中
核
活
動
拠
点
の
開
設

プ
ッ
シ
ュ

型
支
援
準
備

広域移動ルートの概ねの
啓開

（くしの歯ルートStep1）

発災後1~3時間
本省とのテレビ会議

活
動
拠
点
の
設
定

沿岸部避難指示

避
難
者
数
把
握

食
料
提
供
準
備

・
備
蓄
物
資
配
給

帰
宅
困
難
者
対
策

災害拠点
病院
SCU

設置・支援

避難誘導・避難支援

ヘリベース

ヘリポート
確保

ヘリによる救助

情報通信の疎通状況

断水・汚水処理状況
情報収集

船艇によるDMAT搬送

広域医療
搬送開始

住
民
・
マ
ス
コ
ミ
へ
の
広
報

孤立住民
観光客等

の
応急対策

救護所の
設置

陸路の早期啓開、空路、
海路の活用を踏まえた
総合啓開として明記

静岡県東部地域
道路啓開検討会
の検討結果を反映

※各行動の開始時間の目安の表現方法について要検討

リ
エ
ゾ
ン
派
遣

受
け
入
れ

国へのホットライン設置
自衛隊派遣要請

とりまとめ
本省報告

※1時間目途
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